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要旨

１．本研究の研究背景及び問題意識

筆者は 21 年前より理学療法士として病院勤務をしたあと 13 年前よりリハビリテーショ

ンに特化した在宅介護サービス事業を柱とする会社に従事してきた。

介護保険制度が 2000 年から始まり、2015 年に高齢化率は 26.0％まで上昇し、団塊世代

が 75 歳以上になる 2025 年には 30％を超えるといわれている。その問題を解決すべく社会

的企業の役割が近年注目されてきている。特に介護事業を中心とした企業が注目されてお

り、介護保険制度発足時より発展し続けている。

しかし日本国内の社会保障財源が厳しい中、3 年に 1 度行われる介護保険制度の法改正で

の報酬において軽度者の給付が外され、予算が絞り込まれたうえで市町村ごとに取り組ま

れる「日常生活総合支援事業」というものに置き換えられるという流れも起きており介護

事業所にとって厳しい局面を迎える時代になってきているのも明らかである。介護事業者

にとって持続的な事業運営を行っていく視点がより強く求められてくるのは確実でコーポ

レート・ガバナンス（以下、ガバナンス）が重要になってくると考える。

本論文では介護保険法に基づく介護事業を行っている企業を介護事業関連企業と定義す

る。介護事業を行っている企業の多くが、介護事業の売り上げの大部分を介護保険が適用

されるサービスで占めている現状があるからである。

社会的企業と呼ばれる企業の中に含まれると考える介護事業関連企業の大きな特徴は、

社会的弱者たるサービス利用者が最も重要なステークホルダーであることである。つまり、

サービス提供の有無が利用者の生活を直撃するのである。

介護事業関連企業は、①高齢社会の深化による社会的要請の高まりに対して適切に対応

することが求められている、②限られた社会保障財源のもと介護保険法という縛りがある

サービスが中心となっており、経営の効率を持続的に高めていかなければならない、とい

う状況に置かれている。介護事業関連企業はサステナビリティ（事業持続可能性）の危機

に直面していると言っても過言ではない。故に介護事業関連企業のサステナビリティ及び、

サステナビリティを担保するためのガバナンスの確立が最重要課題となる。

介護事業関連企業においてガバナンスの問題が引き起こした問題点は大きく分けて 2 つ

に分けることができる。1 つ目は 2007 年のコムスン事件が象徴しているような不正請求な

どによる指定取り消し処分であり、2 つ目は近年マスメディアで頻繁に報道される、施設内

職員の利用者への虐待である。

コムスン事件は介護事業関連企業のサステナビリティにとって象徴的な事件と言えるで

あろう。

当時最大手企業であったコムスンによる保険料の不正請求および関連する対応に対して

厳しい行政処分が下され、他企業への事業譲渡を余儀なくされた問題の背景としては、経

営者の暴走を防ぐことが出来ず、違法な行為をチェックすることが出来なかったガバナン

スの欠如が存在する。
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コムスン事件が発生した背景については法的な制度問題、特に介護保険の報酬が下げら

れたことや行政のチェック機能によるものや、報酬減の結果による人材不足によるものな

ど述べられている。しかし、ガバナンスからの視点から述べられているものがほとんど存

在していない。つまり事件の核心的な部分が明らかになっていないのである。

一方、施設内職員の利用者への虐待については、マスメディアで頻繁に報道されるよう

になった。有料老人ホームを経営している営利企業で発覚している一方、特別養護老人ホ

ームを経営している社会福祉法人などの非営利企業でも頻繁に発覚しているのが現状であ

る。社会福祉法人はさまざまな優遇措置を受ける一方で、それにふさわしい経営が行われ

ているかということについて疑問符が投げられてきたことも事実である。

このように、介護事業関連企業のサステナビリティにとって、ガバナンスが重要である

ことが理解できる。介護事業関連企業は居宅サービスにおいて非営利企業と営利企業が全

く同様のサービスを提供できるという特徴があるが、非営利企業と営利企業は周知の通り、

組織の体制やそれを取り巻く会社法、社会福祉法等で大きな違いがみられる。

同様のサービスを行うことができるなかで、ガバナンス体制が違う状況の中、非営利企

業にも営利企業にもそれぞれ異なる実態や問題が生じている可能性があると考える。逆に

非営利企業も営利企業も共通の実態や問題点があることも考えられる。例えば介護事業関

連は社会的企業と呼ばれる中に分類されることがあるが、社会的企業においてステークホ

ルダーに社会的弱者が含まれていることが特徴の一つであるが、一般企業とは異なる、そ

れを踏まえた特別な経営方針を立ててそれを実行していることの共通性があるかもしれな

い。またそれがしっかり行われているかどうかの視点も必要であると考える。それらも含

めて現在そのような実態が明らかにされている報告は数少ない。

本論文では、介護事業関連企業に対して、そのガバナンスを行っていく上での「意思決

定」、「執行」、「監視」を中心したアンケート調査とインタビュー調査を実施・分析し、現

状と問題点を把握するとともに、分析フレームワークを提示し、カバナンスにおける問題

点を明らかにして介護事業関連企業のサステナビリティ確保のための示唆を追究する。

２．本研究の研究方法及び論文構成

アンケート調査は、東京福祉大学松村幸輝教授らの指導のもと、経営行動研究所を事務

局として、2014 年 3 月から 5 月にかけて行われた。筆者は、質問票設問の作成・送付先選

別・データ分析を担当した。

（1）アンケート基本設計

本論文においてのアンケート調査の目的は、日本国内における介護事業関連企業のガバ

ナンスの体制・取り組みを把握し、そのガバナンスを行っていく上での「意思決定」、「執

行」、「監視」機能の現状と問題点を把握するとともに、分析フレームワークを提示し、介

護事業関連企業のサステナビリティ確保のための示唆を追究することである。アンケート

の目的を踏まえ、本アンケート調査の質問票について、全国の介護事業を行っている全国
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各都道府県の介護保険適用事業所を所有している 552 の企業の経営者に対して、各都道府

県ごとに大・中・小規模の企業を営利企業・非営利企業それぞれ各 1～2 ずつ厚生労働省「介

護事業所検索」システムから無作為抽出し、質問票を送付した。

事業規模に関しては大：8事業所以上（又は 301 人以上）、中：4～7事業所（又は 51～300

人）小 1～3事業所（又は～50人）人 とした。但し、居宅介護支援事業所に関しては多数

が事業所の規模が小さいことから 1 つに数えないこととした。また、同一建物で違う事業

所が組み込まれている場合は 2 つで 1.5～2 事業所の換算を規模により行った 送付した

552 のうち、2 つは所在地不在で届かず、1 つは事業所廃止とのことで未記入のまま返送さ

れた。返送された数は 82であった。回収率は 14.8％であった。

アンケートの調査項目については、各企業の開設主体、開設年次、施設数役員数、従業

員数、総売り上げ高に対する介護事業の売上高の割合、役員数などの情報に加えて、コー

ポレート・ガバナンスの認知、経営理念の明文化、企業倫理綱領の明文化、ステークホル

ダーの優先順位、業績評価、情報開示、ガバナンスのための組織の設置、理事会・取締役

会で頻繁に取り上げられた議題、中小規模のガバナンス対策、ガバナンスに関する制度上

の問題などを中心としたものにした。

（2）本アンケートの特徴

このような営利企業を含めた介護事業関連企業に関するガバナンスに関してのアンケー

ト調査は過去にほとんど行われておらず、関連した以下の 3 つの調査が行われているのみ

である。

1 つ目の調査は、社会福祉法人を対象とし、過去に平成 20 年に社団法人シルバーサービ

ス振興会が行った「介護サービス分野における経営品質とコンプライアンスに関するアン

ケート」があるが、コンプライアンスに焦点を絞っているアンケートである。

2 つ目の調査は、尾形らが行った「医療機関のガバナンスに関する調査研究」があるが、

地域が九州地域限定であり、対象が医療機関である。

3 つめの調査は、社会福祉法人に対してみずほ情報総研株式会社が行った『特別養護老人

ホーム等を経営する社会福祉法人のガバナンスの強化方策に関する調査研究事業報告書』

がある。これは社会福祉法人も施設運営から法人経営への転換が求められている中で、情

報開示や、経営理念から経営ビジョン、そして経営戦略へつなげていくために PDCA サイ

クルを回すための分析をアンケートと事例調査にて行っている。営利企業に関しての調査

はされていない。

このように過去に介護事業関連企業において、ガバナンスに関連して行動規範・倫理綱

領、業績評価についての質問を非営利・営利企業に対して行ったアンケート調査が本アン

ケート以外にはなく、本アンケートの独自性の高さを示している。

本論文の構成に関しては第 1 章が介護事業関連企業は何かということについて文献的考

察を中心に述べる。そして最近の文献において社会的企業というキーワードを目にするこ

とが増えてきているが、その名称と領域についても述べる。第 2 章は介護事業関連企業を
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取り巻く現状について社会的な背景や歴史、介護保険制度や介護事業の分類などについて

述べる。第 3 章では、介護事業関連企業の企業倫理と経営理念について問題となっている

指定取り消し処分や施設職員の虐待と照らし合わせて述べ、それらを起こさないために必

要な経営理念や倫理綱領の浸透や業績評価、情報開示の実態も含めて考察する。第 4 章で

は介護事業関連企業の意思決定機関の構成と機能について理事や取締役、監事や監査役、

そして理事会や取締役会の構成や機能について述べる。第 5 章では介護事業関連企業のガ

バナンスをめぐる課題について、ガバナンスに関する経営者の認識、組織設置や理事会・

取締役会の主要な議題と問題への対応などについて述べる。第 6 章ではアンケート調査を

より深堀するために、ガバナンスがしっかりと行わている企業に対してインタビュー調査

を行った結果を考察する。第 7 章ではこれらの結果から、日本の介護事業関連企業のガバ

ナンスの現状から持続的運営に向けた示唆についての考察を行った。

３．分析結果とガバナンスとの関連性について

アンケート結果から非営利企業・営利企業のガバナンスに関して比較分析を行った。

ステークホルダーに関しては、利用者・従業員・地域を重視していることに非営利・営

利企業共に同様の傾向がみられた。介護事業関連企業が重視するステークホルダーの特徴

を示していると考える。

非営利企業に関しての特徴で注目すべきは、「ガバナンス」そのものの理解が低いことで

あると考える。更に利用者・従業員、地域を重視するが、実際にそれらのステークホルダ

ー、特に利用者・地域に影響を与える「従業員」に対しての教育への意識が高くはないこ

とも特徴である。経営理念や企業倫理綱領の明文化は行うが、実際に企業倫理綱領につい

ての教育や企業倫理綱領に基づいた人事評価を行っていない結果も裏付けている。

それに対して営利企業の方は情報開示に対して消極的な傾向があり、業績評価の指標が

利益・売上重視傾向である。更に監査役を置いている営利企業が少ないこともあり、これ

らの問題は経営者自身の問題を引き起こし、不正請求や指定基準違反を招きかねないと考

える。

これらを比較したうえで非営利・営利企業共通の共通の問題として、業績評価をしっか

り、何を基準に行っていくかということが挙げられる。介護事業関連企業において非営利

企業、営利企業共に中小規模の企業が多い中、最高意思決定機関とガバナンス構造の中核

機能を兼ねなければならない葛藤も生まれているはずである。そのような中でミッション

を具体化するための業績評価、特に介護事業関連企業についての研究が現状として少ない

ので今後研究を進めていく必要性があると考えた。

これらを踏まえた非営利企業、営利企業に共通する問題点として、①最高意思決定機関

としての存在とガバナンス構造の中核としての存在との葛藤、②企業倫理の浸透が低い、

③業績評価の売り上げ・利益重視傾向が挙げられる。非営利企業の問題点としては、ガバ

ナンスの認知度が低いことが挙げられ、営利企業については、情報開示の意識が低いとい

うことが挙げられる。非営利企業は所有者が不明確という特徴があり、企業という資産が
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非効率に利用される可能性が生まれる。このことがコーポレート・ガバナンス構造が営利

企業よりも不明確になる源泉である。アンケート調査結果において、ガバナンスの認知度

が低いこともそれを裏付けている。一方、営利企業の目的は企業利益と企業価値の増大で

あるが、介護サービスの供給主体でもあり、そのような事業の特殊性から営利企業は積極

的な情報開示に消極的になっていると考える。また、営利企業には情報開示に関する法律

が整備されていない背景もあると考えた。

４．アンケート調査から得られたガバナンスのフレームワークと課題

次に介護事業関連企業のガバナンスの問題点に対し、どのような対応を取っていけば良

いのかを考察を行った。

非営利企業・営利企業の問題点を考察を行ったが、言うまでもなくどちらとも社会的使

命として介護事業を行い、今後の高齢問題の解決に寄与していくことが求められていると

いう共通点が存在する。

社会に信頼される企業をキー・コンセプトに経営者自己統治論を展開している平田光弘

教授のコーポレート・ガバナンス論を参考にしながら、筆者なりにアンケート調査の結果

と重ね合せて、介護事業関連企業に適切なフレームワークを考えた。

①意思決定機関と（業務）執行機関の区分が重要である。②意思決定機関として、取締

役会あるいは理事会が位置づけられる。③介護事業関連企業においては、利用者が重要な

利害関係者であるが、利用者代表を意思決定機関に参加させることは困難である。そのた

めに、別の機関が必要である。④現在、十分に行われていない情報開示を積極的に進めて

いく必要があり、それを推進していく部門が必要である。⑤企業倫理綱領の成文化を進め

るとともに、それが浸透していくための方策が重要であり、それが実現されているのかを

監視する必要がある。⑥最も重要な利害関係者である利用者の満足度を高めていくことが

重要であるが、それが実現されているのかをチェックすることが必要である。⑦ ④～⑥の

ことについて、経営者が自ら責任をもって、対処する必要がある。⑧介護事業関連企業は

中小規模の企業が多数を占めるため、ニチイ学館のような上場企業で構築されている厳格

な組織を作ることは困難である。規模に応じた適正な組織づくりが求められる。

一方、このアンケート調査において、a．非営利企業の方が形の上では優れているようにな

っているが、現実の社会福祉法人の不祥事の発生を考慮すると、その判断に留意する必要

が有る、b．コーポレート・ガバナンスが有効に機能しているかについて、設問を設けなか

ったために、自由記入で断片的に拾うしかなかった、c．業績評価の基準として、利用者や

従業員の視点の重要性を指摘し、「売り上げ・利益重視」を批判的に指摘したが、経営が不

安定で、黒字と赤字の間をさまよっている状況を反映している可能性がある。実際の財務

状況と結び付けて、考慮する必要性がある、という 3 つの課題が考えられた。それらの課

題に対して、中小規模の介護事業関連企業において上手く機能している事例について深堀

し、アンケート調査の分析を補完していくためにインタビュー調査を行い、詳細な分析を

行っていく必要性があると考えた。
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５．事例研究

アンケート調査の結果を踏まえて、前述の a～cの 3 つの課題があげられたが、それらの

課題に対してガバナンスが上手く機能している事例について深堀し、アンケート調査の分

析や課題を補完していくためにインタビュー調査を行った。

「a.非営利企業の方が形の上では優れているようになっているが、現実の社会福祉法人の

不祥事の発生を考慮すると、その判断に留意する必要が有ることについて」は、今回のイ

ンタビュー調査のみではその課題を補完するまでには至らないが、営利企業であっても理

念を重視し、浸透させている企業があったことが明らかとなった。

「b.コーポレート・ガバナンスが有効に機能しているかについて、設問を設けなかったた

めに、自由記入で断片的に拾うしかなかったことについて」は、インタビュー調査の結果

を受けて、ガバナンスが有効に機能している企業に関しては、ガバナンスのための組織が、

監事会でも監査役会でも理事会でも取締役会でもなかったことが明らかになった。

また、理事長による強力なリーダーシップのもと，月 2 回開催される「経営会議」にお

いて，すべての意思決定が行なわれており、経営会議が実質的な意思決定機関，執行機関，

監視機関を兼ねている企業があることが分かった。

経営会議の構成メンバーは，経営者自らが監視機関にも参画していることが明らかにな

っている。

これら中小企業である、3 社ともに、ガバナンスのための特別な組織に経営者自らが参画

していることが明らかになっている。

経営会議自身で意思決定や監視機能を成しているが、その判断が適切であるかを専務取

締役やグループの統括部長や事務長が監視している。また、代表取締役や専務取締役が意

思決定を行ったときの監視機能を経営会議が成すこともある。そのような背景のもとにが

ガバナンスが有効に機能していることであると考える。しかし、このインタビュー調査だ

けでは、ガバナンスが有効に機能するためには何が必要であるかということが明確になっ

ていない部分もあり、今後の詳細な調査が必要であると考えた。

「c.業績評価の基準として、利用者や従業員の視点の重要性を指摘し、「売り上げ・利益

重視」を批判的に指摘したが、経営が不安定で、黒字と赤字の間をさまよっている状況を

反映している可能性がある。実際の財務状況と結び付けて、考慮する必要性があるという

ことについて」は、インタビュー調査における 3 社はともに、経営が安定している状況で

ある。

この 3 社の中で、業績評価の基準として「売り上げ・利益重視」傾向にあるのは１社で

あるが、実際の財務状況が不安定ではなく、そのような考慮の必要性がないと考えた。

しかし、2015 年の介護保険の法改正により、報酬単価が減少し、経営が苦しくなってい

るという報道もしばしば見受けられる。そのような背景から、今後はますます実際の財務

状況と結びつけて考慮する必要性があると考えた。

６．日本の介護事業関連企業のガバナンスの現状から持続的運営に向けた示唆
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アンケート調査やインタビュー調査を踏まえて、顧客価値が何なのかを経営者自らが考

え、ガバナンスのための特別な組織に参画することにより、結果的に業績が向上し、不祥

事も起きない体制を形成することが重要ではないかと考えた。

ドラッカーが自己評価手法において、「未来と組織をどう気づいてゆくかについての議論

である」と述べている。そして自己評価法は、①われわれの使命は何か？、②われわれの

顧客は誰か？、③顧客は何を価値あるものと考えるか？、④われわれの成果は何か？、⑤

我々の計画は何か？、という５つの質問に答えることによって、使命と達成すべき成果を

明らかにしようとするだろうと述べている。まさに経営者自らが 5 つの質問を経営者自身

に問いかけ、ガバナンスのための特別な組織に参画し、意思のある経営をすることにより、

サステナビリティを確保することができるのではないであろうか。
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